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公印省略 

２医保第１６６２号 

令和２年１２月２５日 

関 係 社 会 福 祉 施 設 の 長 

                 殿 

関係介護サービス事業所の管理者 

 

                      福岡県保健医療介護部医療保険課長 

                          （ 保 険指導係 ） 

                      福岡県保健医療介護部介護保険課長 

                           （ 監査指導第一係 ） 

  福岡県福祉労働部障がい福祉課 

      障がい福祉サービス指導室長 

                                                    （ 指 導 係 ） 

 

特別養護老人ホーム等入所者の診療の取扱いに関する講習会の 

中止及び資料の送付について 

 

 貴職におかれましては、日頃から、本県の保健、医療、介護、障がい福祉行政について、格別の

御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

さて、例年行われている会計実地検査において、特別養護老人ホームや、指定障害者支援施設等

の配置医師に係る診療報酬について、対象保険医療機関などが、算定できないものを算定している

等の指摘があり、療養の給付等に係る制度の周知を図ることを目的として、毎年、施設長（または

施設の事務担当者）及びその配置医師（または配置医師の属する保険医療機関の事務担当者）の方

を対象とした講習会を実施しているところです。 

しかし、新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から、大人数を参集対象としている当講習会

については、開催が難しいと考えられますので、今年度につきましては、中止することといたしま

した。 

一方で、療養の給付等の制度について、引き続き周知を図っていくことが必要であるという観点

から、下記のとおり資料を送付しますので、御活用ください。 

 

記 

 

１ 送付資料 

  ①特別養護老人ホームの設備及び運営の基準等について 

  ②指定障害者支援施設の設備及び運営に関する基準等について 

  ③特別養護老人ホーム等の入所者に対する保険診療の留意事項について 

  ④特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて 

 

 

２ 送付先  「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成１８年３月

３１日保医発０３３１００２号、最終改正；令和２年３月２７日医保発０３２７

第４号）の適用を受ける施設 

 

３ 留意事項  配置医師及びその医療機関については、こちらから資料を送付していませんので、

貴施設から資料の配布をして下さい。 

 

４ 連 絡 先  福岡県保健医療介護部医療保険課保険指導係（担当 佐藤） 

          電話番号：０９２－６４３－３２５２ 

           



 

 

特別養護老人ホーム等の入所者の 

診療の取扱いに関する資料 

 

 

 

 

 

 

令和２年１２月２５日 

 

 

 

公 益 社 団 法 人  福 岡 県 医 師 会 

福岡県保健医療介護部医療保険課 

福岡県保健医療介護部介護保険課 

福 岡 県 福 祉 労 働 部 障 が い 福 祉 課 

 



 

 

 

 

 

 

①特別養護老人ホームの設備及び 

運営の基準等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

特別養護老人ホームの設備及び運営の基準等について 

（主に健康管理等に関するもの） 

 

１ 関係省令等 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

（平成 11 年厚生省令第 46 号） 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について 

（平成 12 年３月 17 日老発第 214 号） 

指定介護老人福祉施設の人員、施設及び運営に関する基準 

（平成 11 年厚生省令第 39 号） 

指定介護老人福祉施設の人員、施設及び運営に関する基準について 

（平成 12 年３月 17 日老企第 43 号） 

 

特別養護老人ホームは、平成 12 年４月の介護保険法の施行により、介護保険法上「指

定介護老人福祉施設」として位置づけられ、従来の市町村の措置による入所から、入所

者と施設の契約による入所となる。 

指定介護老人福祉施設は、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必

要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な者に対し、施設サービスを提供

する施設であり、ベッドが空いていない場合や、入院治療の必要がある場合など、正当

な理由なしにサービスの提供を拒むことができないこととされている。 

 

２ 職員配置基準 

・施設長  ・医師  ・生活相談員  ・介護職員  ・看護職員  ・栄養士 

・機能訓練指導員  ・介護支援専門員  ・調理員 ・事務員 等 

 

３ 施設基準 

(1) 従来型特養 

① １居室の入所定員   ４人以下 

② １人当たりの床面積   10.65 ㎡以上 

③ 廊下の幅    1.8ｍ以上（中廊下は 2.7ｍ以上） 

④ 食堂及び機能訓練室   合計面積が３㎡×入所定員以上 

⑤ 必要な設備 

・居室  ・静養室  ・食堂  ・浴室  ・洗面設備  ・便所  ・医務室 

・調理室  ・介護職員室  ・看護職員室  ・機能訓練室  ・面談室   

・洗濯室又は洗濯場  ・汚物処理室  ・介護材料室  ・事務室   

(2) ユニット型特養 

① １居室の入所定員 １人（１ユニットにおける定員は 10 人程度） 

② １人当たりの床面積 10.65 ㎡以上 

③ 廊下の幅 1.8ｍ以上（中廊下は 2.7ｍ以上） 

④ 共同生活室 ２㎡×ユニットの入居定員以上 

⑤ 必要な設備 

・ユニット（居室・共同生活室・洗面設備・便所）  ・浴室  ・医務室   

・調理室  ・洗濯室又は洗濯場  ・汚物処理室  ・介護材料室  ・事務室 

 

４ 医務室 

・ 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすること（入院施設を有しない診療所



  

として医療法第７条第１項の規定に基づく県知事の許可を得ること）。 

・ 入所者を診療するために必要な医薬品及び医療器具を備えるほか、必要に応じて臨

床検査設備を設けること。 

※ 特別養護老人ホームの医務室の設備、整備すべき医薬品、衛生材料及び医療機械器

具については、嘱託医の意見を十分聞いて対処すること。 

※ 医薬品については、各施設入所者の健康管理上必要なものを常備すること。 

 

５ 健康管理 

・ 特別養護老人ホームの医師又は看護職員は、常に入所者の健康の状況に注意し、必

要に応じて健康保持のための適切な措置を採らなければならない。 

※ 特別養老人ホームは、入所者が身体的、精神的に著しい障害を有する者であること

を鑑み、常に健康の状況に注意し、疾病の早期発見、予防等、健康保持のための適

切な措置を講じるように努めること。 

 

６ 衛生管理 

・ 特別養護老人ホームは、入所者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水に

ついて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び

医療機器の管理を適正に行わなければならない。 

・ 特別養護老人ホームは、当該特別養護老人ホームにおいて感染症が発生し、又はまん

延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

７ 協力病院等 

・ 特別養護老人ホームは、入院治療を必要とする入所者のために、あらかじめ協力病院

を定めておかなければならない。 

・ 特別養護老人ホームは、あらかじめ協力歯科医療機関を定めておくよう努めなけれ

ばならない。 

※ 特別養護老人ホームは、入所者が身体的、精神的に著しい障害を有するため入院

治療等を必要とする場合が極めて多いことに鑑み、これらの者に対する医療的処遇

を円滑に行うことができる１以上の協力病院をあらかじめ定めておくこと。併せて、

入所者の口腔衛生等の観点から協力歯科医療機関についても、あらかじめ定めるこ

とが望ましい。 

※ 協力病院及び協力歯科医療機関は、特別養護老人ホームから近距離にあることが

望ましい。 

 

８ 嘱託医について 

・ 嘱託医は、施設長の管理の下に入所者の診療を担当する者であって、当該施設の職

員として取り扱われる者であるから、いわゆる「往診」による医師とは根本的に異な

るものであり、嘱託医はあらかじめ一定の日を定めて施設に勤務しなければならない。 

・ また、施設長は、嘱託医が勤務すべく定められた日以外の日でも、入所者の急病の

発生等により必要がある場合は、できる限り嘱託医が来診するよう協力を得ておくこ

とが肝要である。なお、出勤の日については、例えば「火、金曜日の○時～○時」と

いうように、明確かつ詳細に定めておくべきであり、入所者の特性からして、少なく

とも週２日間は勤務することが望ましい。 

※ 医師嘱託契約に当たっては、職務内容、勤務日時、報酬額等を明確にするととも

に、書面による契約書を作成すること。 

※ 特別養護老人ホームに配置された医師に対する報酬額については、基本的には特



  

別養護老人ホームと医師との契約により個別に決定されるべきものであるが、勤務

時間、職務内容等に見合った適正な額とすること。 

 

９ 施設介護サービス費（介護報酬） 

・ 施設サービスに要する費用の額の９割（利用者の所得に応じて８～７割）は国民健康保

険団体連合会から、１割（利用者の所得に応じて２～３割）は入所者から、施設に支払わ

れる。 

 

〔参考〕指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準 

 

１ 介護福祉施設サービス費 

（多床室（定員 30 人以上））     （ユニット型個室（定員 30 人以上）） 

ａ 要介護１ ５５９単位 ａ 要介護１ ６３８単位  

ｂ 要介護２ ６２７単位 ｂ 要介護２ ７０５単位 

ｃ 要介護３ ６９７単位 ｃ 要介護３ ７７８単位 

ｄ 要介護４ ７６５単位 ｄ 要介護４ ８４６単位 

ｅ 要介護５ ８３２単位 ｅ 要介護５ ９１３単位 

※ 他には従来型個室等あり。 

 

２ 医師配置関係の加算 

(1) 常勤専従医師配置に対する加算 

専ら当該指定介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の医師を１以上配置して

いる施設（入所者が 100 人を超える施設にあっては１＋α）については、１日に

つき２５単位加算。 

(2) 精神科医師定期的療養指導に対する加算 

認知症である入所者が全入所者の３分の１以上を占める施設において、精神科を

担当する医師による定期的な療養指導が月に２回以上行われている場合は、１日に

つき５単位加算。  

  （3）配置医師緊急時対応加算 

     厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

介護老人福祉施設において、配置医師が施設の求めに応じて早朝（午前 6 時から午

前 8 時までの時間）、夜間（午後 6 時から午後 10 時までの時間）又は深夜（午後 10

時から午前 6 時までの時間）に施設を訪問して入所者に対し診療を行い、かつ、診

療を行った理由を記録した場合は、診療が行われた時間が早朝又は夜間の場合は１

回につき６５０単位、深夜の場合は１回につき１，３００単位加算 

     ただし、看護体制加算（Ⅱ）を算定していない場合は、算定しない。 



 

 

 

 

 

 

②指定障害者支援施設等の設備及び 

運営に関する基準等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

指定障害者支援施設等の設備及び運営に関する基準等について 

 

第１ 指定障害者支援施設等について 

 １ 概要 

   指定障害者支援施設等は、都道府県知事の指定を受けて、その施設に入所する障がい者に

つき、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生

活上の支援（施設入所支援）を行うとともに、施設入所支援以外の施設障がい福祉サービス

（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援 B型）を行う。 

 

 ２ 関係法令等 

  ・福岡県障がい福祉サービス事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成 24 年

10 月 12 日福岡県条例第 57 号） 

  ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施

設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年 9 月 29 日厚生労働省令第 172 号） 

  ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施

設等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成 19 年 1 月 26 日障発 0126001 号） 

  ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の

設備及び運営に関する基準（平成 18 年 9 月 29 日厚生労働省令第 177 号） 

 

 ３ 指定障害者支援施設等の対象者 

  (1) 生活介護を受けている者であって障害支援区分が区分４（50 歳以上の者にあっては区

分３）以上である者 

  (2) 自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援 B型の利用者のうち、入所させながら訓練等

を実施することが必要かつ効果的であると認められる者又は通所によって訓練を受ける

ことが困難な者 

  (3) 特定旧法指定施設に入所した者であって継続して入所している者又は、地域における障

がい福祉サービスの提供体制の状況その他やむを得ない事情により通所によって介護等

を受けることが困難な者のうち、(1)又は(2)に該当しない者若しくは就労継続支援 A型を

利用する者 

  (4) 平成 24 年 4 月の改正児童福祉法の施行の際に障害児施設（指定医療機関を含む）に入

所していた者であって継続して入所している者 

 

 ４ 職員配置基準 

  ・管理者 ・医師 ・看護職員 ・サービス管理責任者 ・理学療法士又は作業療法士 

  ・生活支援員 ・職業指導員 ・就労支援員 等 

  ※職業指導員、就労支援員については、「就労移行支援」又は「就労継続支援 B型」を行う場

合に配置 

 

 ５ 医師の配置について(生活介護を行う施設に限る) 

   日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行う医師を、生活介護を利用する利用者の障が



 

いの特性に応じて必要数を配置しなければならない。 

   なお、この場合の「必要数を配置」とは、嘱託医を確保することをもって、これを満たす

ものとして取り扱うことも差し支えない。 

 

  (1) 嘱託医について 

   ・ 嘱託医は、施設長の管理の下に入所者の診療を担当する者であって、当該施設の職員

として取り扱われるものであるから、いわゆる「往診」による医師とは根本的に異なる

ものであり、嘱託医はあらかじめ一定の日を定めて施設に勤務しなければならない。 

   ・ 施設長は、嘱託医が勤務すべく定められた日以外の日でも入所者の急病の発生等によ

り必要のある場合は、できる限り嘱託医が来診するよう協力を得ておくことが必要であ

る。なお、出勤の日については、例えば「火、金曜日の○時～○時」というように明確か

つ詳細に定めておくべきであり、利用者の医療的ケアの必要性に応じて定めるものであ

る。 

   ※ 嘱託医との嘱託契約に当たっては、職務内容、勤務日時、報酬額等を明確にするとと

もに、書面による契約書を作成すること。 

   ※ 指定障害者支援施設等に配置された医師に対する報酬額については、基本的には施設

と医師との間の契約により個別に決定されるべきであるが、勤務時間、職務内容等に見

合った適正な額とすること。 

 

  (2) 医師を配置しない場合の取り扱いについて（平成 26 年度改正） 

   ・ 生活介護において看護師等による利用者の健康状態の把握や健康相談等が実施され、

必要に応じて医療機関への通院等により対応することが可能な場合に限り、医師を配置

しない取扱いとすることができる。 

 

 ６ 設備基準    

定員 ３０人以上 

構造 原則として耐火建築物又は準耐火建築物 

１居室の入居定員 ４人以下 

１人当たりの居室床面積 ９．９㎡以上 ※ 経過措置あり 

廊下の幅 １．５メートル以上（中廊下 １．８メートル以上）

※ 経過措置あり 

必要な設備 訓練・作業室、居室、食堂、浴室、洗面所、便所 

相談室、多目的室その他運営に必要な設備（事務室

等） 

    

 ７ 健康管理 

  ・ 指定障害者支援施設等は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のた

めに必要な措置を講じなければならない。 

  ・ 利用者の健康管理は、保健所等との連絡の上、医師又は看護職員その他適当な者を健康

管理の責任者とし、利用者の健康状態に応じて健康保持のための適切な措置を講じるもの



 

である。 

  ・ 指定障害者支援施設等は、毎年２回以上定期的に健康診断を行わなければならない。 

 

 ８ 衛生管理 

  ・ 指定障害者支援施設等は、利用者の使用する設備及び飲用に供する水について、衛生的

な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、健康管理等に必要となる機械器

具等の管理を適切に行わなければならない。 

  ・ 指定障害者支援施設等は、指定障害者支援施設等において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

 ９ 協力医療機関 

  ・ 指定障害者支援施設等は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療

機関を定めておかなければならない。 

  ・ 指定障害者支援施設等は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなけれ

ばならない。 

 

 10 介護給付費（障害福祉サービス等報酬） 

  (1) 概要及び根拠 

・ 利用者負担額に応じて施設入所支援及び生活介護に要する費用の額の 90/100～

100/100 が国民健康保険団体連合会から支払われる。 

  ・ 利用者負担額に応じて 0/100～10/100 が利用者から直接施設に支払われる。 

   根拠：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

           （平成 18 年 9 月 29 日厚生労働省告示 523 号） 

 

  (2) 医師が配置されていない場合の減算について（平成 26 年度改正） 

   ・ 生活介護サービス費の算定に当って医師が配置されていない場合（５(2)の場合）は、

１日につき 12 単位を減算する。 

 

 

第２ 療養介護事業所について 

 １ 概要 

   療養介護は、医療を要する障がい者であって常時介護を要するものにつき、病院において

行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の世

話を行う。また、療養介護のうち医療に係るものについては、療養介護医療として提供され

る。 

 

 ２ 関係法令等 

  ・福岡県障がい福祉サービス事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成 24 年

10 月 12 日福岡県条例第 57 号） 



 

  ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビス事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年 9 月 29 日厚生労働省令第 171

号） 

  ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビス事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成 18年 12 月 16 日障発 1206001

号） 

  ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス

事業の設備及び運営に関する基準（平成 18 年 9 月 29 日厚生労働省令第 174 号） 

 

３ 療養介護の対象者 

  病院等への長期入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障がい者として次に

掲げる者 

 (1) 筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行って

いる者であって、障害支援区分が区分６の者 

  (2) 筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって、障害支援区分が区分５以上の者 

  (3) 旧重症心身障害児施設（改正前の児童福祉法第 43 条の 4 に規定する重症心身障害児施

設をいう。）に入所した者又は指定医療機関（改正前の児童福祉法第 7 条第 6 項に規定す

る指定医療機関をいう。）に入院した者であって、平成 24 年 4 月 1日以降指定療養介護事

業所を利用する(1)及び(2)以外の者 

 

４ 職員配置基準 

・管理者 ・医師 ・看護職員 ・サービス管理責任者 ・生活支援員 等 

 

５ 医師の配置について 

  病院に必要とされる基準以上を配置していれば足りるものである。 

 

６ 設備基準 

  医療法（昭和 23 年法律第 205 号）に規定する病院として必要とされる設備及び多目的室その

他運営上必要な設備を備えなければならない。 
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公益社団法人　福岡県医師会

事務局：公益財団法人　福岡県メディカルセンター

　　福岡県医師会診療情報ネットワーク
　　　　　「とびうめネット」

　　　　　1.救急医療支援システム
　　　　　2.多職種連携システム
　　　　　3.災害時バックアップシステム

公益社団法人福岡県医師会

1..救急医療支援システム

2



公益社団法人福岡県医師会

2..多職種連携システム

3

在宅ＳＮＳ機能患者基本情閲覧

患者基本情報

かかりつけ医

多職種

家庭での状態・医師からの指示等共有

在宅ＳＮＳ機能

処方変更等確認

公益社団法人福岡県医師会

3..災害時バックアップシステム

4103



公益社団法人　福岡県医師会

事務局：公益財団法人　福岡県メディカルセンター

　　
　　　　　1.救急医療支援システム
　　　　　

公益社団法人福岡県医師会

1..救急医療支援システム
1.入所者の方が急変された時、かかりつけ医の先生が夜間等で対応出来ない場合、

2.大規模災害発生時や新興感染症流行時に、かかりつけ医の先生が対応出来ない場合、

このように、かかりつけ医の先生がすぐに対応できな場合でも、

かかりつけ医の先生が事前に作成された患者基本情報を救急病院等が参照することで

迅速で適正な医療を支援するシステムがとびうめネットです。

病名・処方の他、緊急時の連絡先、アレルギー、DNAR等必要事項を登録頂くことにより、

搬送先医療機関で迅速な対応が可能となります。

入所者の方の登録は、医療機関が行う必要がありますので、是非先生に「とびうめネット」への

参加をご相談ください。

6



とびうめネット活用事例

公益社団法人　福岡県医師会

事務局：公益財団法人　福岡県メディカルセンター

公益社団法人福岡県医師会

とびうめネットのメリット ((登録患者のご家族から)

8



公益社団法人福岡県医師会

とびうめネットのメリット１((開業医の先生から)

9

患者側

休日・夜間等で、かかりつけ医が対応出来ない場合でも、
かかりつけ医と病院で情報が共有されているため、
スムースに治療が受けられるという安心感に繋がる。
（万が一の保険になる。）

かかりつけ医
病院側

①登録患者が、休日・夜間等に登録病院に緊急搬送された場合でも、
登録病院側で、ある程度の患者情報が確認出来るため、
身元確認作業や患者の医療情報をかかりつけ医に問い合わせる作業が軽減され
る。
かかりつけ医としても休日・夜間等の病院からの問い合わせが減る。

②外来診療中や外出先で病院から診療情報提供書の依頼があった場合でも、
まずはとびうめネットの情報を参照していただき、後から診療情報提供書を
記載・提供することができる。

公益社団法人福岡県医師会

とびうめネットのメリット２((開業医の先生から)

10

病院側

自院ＩＤがない患者が搬送された場合やかかりつけ医がわかっていても
診療情報提供書が届いていない場合でも、
とびうめネットの診療・処方・家族情報等の事前情報を参照することで
スムースに治療が開始できる。

施設・サ高住
スタッフ側

ヘルパー・介護福祉士等の医療知識がないスタッフにとって、
入所者が急変した際に、医師と連絡が取れなくても救急搬送依頼が可能となり、
スタッフの安心感に繋がる。

とびうめネットは、かかりつけ医・登録病院・利用者（患者）全てにとっ
て有用性がある仕組みであり、これからの在宅医療の推進、

地域包括ケアシステムの構築の一助となるツールであると考える。



公益社団法人福岡県医師会

とびうめネットのメリット（救急搬送先以外）

11

ケアミックス

①かかりつけ医としての立場：自院の患者登録
他の病院に搬送する場合にスムースに情報共有を行える。
②救急搬送先としての立場：かかりつけ医の情報参照
かかりつけ医とのスムースな情報共有

療養型
①かかりつけ医の立場：自院の患者登録
他の病院に搬送する場合にはスムースに情報共有を行える。
特に夜間帯で非常勤医師が対応する場合に役に立つ。

回復期リハ
①自院でも患者登録を行うとかかりつけ医と紐づけされ、かかりつけ医の情報参
照可能となり、急性期病院入院前の日常的なADLを参考にリハビリテーションの
計画を立てられる。

精神科
①認知症や精神疾患の状況を登録することで、他病院へ入院が必要となった場合
に、スムースに情報共有が行える。

公益社団法人福岡県医師会

災害時の備えとして

12

かかりつけ医
病院側

患者基本情報を登録しておくことで、診療録等の流出等があった場合でも、
基本となる情報のバックアップとして利活用が出来き、速やかに診療再開でき
る。
*電子カルテデータ・レセプトデータのバックアップも行っております

搬送先病院側
災害時にはIDがない患者・情報がない患者が多く受診することが考えられるが、
そのような場合でも、とびうめネットの患者基本情報を参照して、
診察、診療、投薬を行うことが出来る。

患者側
普段飲んでいる薬が分からなかったり、お薬手帳等の持ち出しが出来なくても、
とびうめネットに登録しておけば、体調悪化で病院を受診して
情報を伝えることが出来なくても、診療情報の共有がなされているので安心。



公益社団法人福岡県医師会

とびうめネットのメリット
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公益社団法人　福岡県医師会

事務局：公益財団法人　福岡県メディカルセンター

　　
　　　　　2.多職種連携システム
　　　　　



公益社団法人福岡県医師会

患者さんと関わったそれぞれの職種のメンバーが、メモや写真を投稿することにより
情報共有出来る。

15

現場での記録

在宅ケアの現場では、異なる職種のメンバーが患者様宅へ訪問します。
現場の状況をその場で書き込み、異なる職種のメンバーに情報共有することで、
多職種間での情報をリアルタイムに共有し、早期の対応が可能となります。

事前確認
情報の共有・回答・指示

現場の状況がリアルタイムに
把握できる いつでもどこでも

記録が見れる

画像や音声があるから
メモじゃ伝わりづらいことも安心

公益社団法人　福岡県医師会

事務局：公益財団法人　福岡県メディカルセンター

　　
　　　　　3.災害時バックアップシステム
　　　　　



公益社団法人福岡県医師会

災害時バックアップ
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電子カルテデータ（ＳＳ－ＭＩＸ２形式）、または、電子レセプトデータを大規模災害等や、医療機関内での不慮の事故
（火災、水濡れ、停電等によるデータ消失や、機器障害によるデータ消失）の際にも、データセンターに保全した診療情
報を電子または紙等で提供することにより、継続した診療を支援するものです。
　

（条件）
・保全情報の閲覧には、とびうめネット端末・回線が必要です。
・電子レセプトデータのバックアップは、原則として電子カルテを未導入の医療機関に限ります。
・災害に起因しないデータ返還時の作業費用は、本事業処理規程により有償となります。

○医療機関内に設置されたとびうめネット端末より、
災害時等に参照したい診療情報（患者基本情報、薬歴、病名、検査結果等）を 
とびうめネット経由で参照でき、診療の継続が可能となります。
○災害時に限定して、自医療機関だけでなく、
他の医療機関や避難所等においても診療情報の閲覧が
可能となります。
○ＳＳ－ＭＩＸ２標準化ストレージ※を使用することで、
どの医療機関の診療情報であっても参照可能な形式で
データセンターにお預かりします。
※ＳＳ－ＭＩＸ２標準化ストレージ
   厚生労働省電子的診療情報交換推進事業
【SS-MIX（Standardized Structured Medical Information eXchange）】
の中で定めている   標準的な情報交換規約に基づいた患者情報の総称。

災害時の診療継続
自院以外の情報も
参照可能（災害時）

避難所等からの閲覧

福岡県医師会

とびうめネット回線

災害発生

･災害時に、とびうめネット経由で参照　可
能な仕組みを構築

情報種別

日付

詳細内容

参照画面イメージ

診療所（かかりつけ医）

病院

ｺﾋﾟｰﾃﾞｰﾀを配布

または

不慮の事故

患者基本情報
（身長、体重、血液型を含む）[ADT-00]

アレルギー情報
[ADT-61]

検体検査情報（オーダ・結果）
[OML-01,OML-11]

移動（受診歴）情報
[ADT-21,ADT-22,ADT-51,ADT-52]

外来診察の受付
[ADT-12]

病名情報[PPR-01]

（歯式情報を含む）

処方情報（オーダ）
[OMP-01]

注射情報(オーダ、結果)

[OMP-02,OMP-12]

SS-MIX2標準化ストレージ
情報種別

退院サマリ

バックアップのメリット

公益社団法人福岡県医師会

問い合わせ先等

18

とびうめネット事務局
電話：092-476-3809（平日9時～17時）
E-mail：tobiumenet@fukuoka.med.or.jp

とびうめネット
医師会員専用ホームページ

県医師会ホームページからログイン
とびうめネット全般についてのQ&A

医師会毎の医療機関参加数・登録患者数等掲載

とびうめネットホームページ
（一般向け）

「とびうめネット」で検索
とびうめネット全般についての説明
参加申請書等必要書類ダウンロード

とびうめネットポータルサイト
（参加医療機関のみ閲覧可）

ログイン後のトップページ
とびうめネットの新着情報（新機能、変更点等）
各種マニュアル、ツールダウンロード
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ご検討の程何卒よろしくお願い申し上げます。



 

 

 

 

 

 

④特別養護老人ホーム等における療養の

給付の取扱いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて 

 

医療保険課 

 

１ 根拠通知 

 添付資料参照 

  特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて 

                  （平18.3.31 保医発0331002号 ） 

（最終改正；令2.3.27 保医発0327第4号） 

     

 「特別養護老人ホーム等」とは、養護老人ホーム（定員111名以上の場合に限る。）、特別養護

老人ホーム、指定短期入所生活介護事業所、指定介護予防短期入所生活介護事業所、指定障害

者支援施設（生活介護を行う施設に限る。）、療養介護事業所、救護施設（定員111名以上の場

合）、乳児院（定員100名以上の場合に限る。）又は児童心理治療施設をいう。 

 

 

２ 通知の趣旨 

  診療報酬請求と介護報酬、自立支援給付及び措置費等との整合を明確にする。 

 

３ 考え方の基本 

○ 医療サービスは、介護保険の給付が医療保険の給付に優先されるという原則に基づき、一定

の場合を除いて要介護者等に対しては医療保険から提供されない。（医療保険と介護保険の給付

調整） 

 

○ 配置医師には特別養護老人ホーム等との契約により報酬が支払われており、この報酬に評価

されている業務（入所者の診療等）については、診療報酬として請求できない制約がある。 

 嘱託契約が特別養護老人ホーム等と保険医療機関の間で行われている場合、当該保険医療機

関の医師すべてが配置医師として位置付けられる。 

なお、契約上は配置医師ではなくとも、その保険医の保険医療機関が特別養護老人ホーム等

と合築又は併設されている、若しくは、定期的に同一施設入所者の診療に当たっている等の実

態があれば、配置医師とみなされ、配置医師同様の取扱いとなる。 

 

○ 嘱託医契約の報酬の有無にかかわらず嘱託医＝配置医師となる。 

 

○ 施設の入所者・短期入所の利用者が新たな病気（緊急の場合又は患者の傷病が当該配置医師

の専門外にわたるもの）にかかった場合は、一般の保険医療機関で医療を受けられるが、保険

医療機関が算定できる診療報酬に制約がある。ただし歯科医療についての制約はない。 



４ 通知の内容について 

 

配置医師に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施設等からの質問＞ 

【問】配置医師が入所者に対して行う診療については“特別の必要があって行う診療を除き、初

診料、再診料、往診料等は算定できない”とされているが「特別の必要があって行う診療」と

は具体的にどういう場合をさすのか。 

【答】「特別の必要があって行う診療」とは 

  ① 緊急に行った往診 

  ② 急性増悪等でやむを得ず外来受診した場合   

  ③ 病状が悪化して施設内で実施できない検査等が必要になり、検査、画像診断等のために外来 

   受診した場合 

（定期的な検査や画像診断等は健康診断と判断されるケースがあるため注意が必要。） 

※レセプトに「特別の必要があった」事情を記載する。 

 

【問】入所者の急性増悪により、配置医師の属する診療所へ入所者が受診した場合、初診・再診

料及び外来管理加算の算定はできるのか。 

【答】急性増悪の受診は「特別の必要があって行う診療」にあたるため、初診料、再診料及び外

来管理加算の算定はできる。 

 ※レセプトに「特別の必要があった」事情を備考欄等に記載する必要があると考える。 

 

＜算定誤りの例＞ 

○ 初診料・再診料等（配置医師） 

特別養護老人ホーム等の配置医師が入所者に対して行った診療について、特別の必要があって

行う診療以外の外来診療に係る初診料・再診料や往診料を算定していた。 

→ 当該施設の配置医師が診療を行った場合、初診料・再診料・往診料等は算定できない。 

１ 保険医が、次の（１）から（６）までのいずれかに該当する医師（以下「配置医師」という。）

である場合は、それぞれの配置されている施設に入所している患者に対して行った診療（特別

の必要があって行う診療を除く。）については、介護報酬、自立支援給付、措置費等の他給付（以

下「他給付」という。）において評価されているため、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労

働省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）区分番号Ａ０

００の初診料、医科点数表区分番号Ａ００１の再診料、医科点数表区分番号Ａ００２の外来診

療料、医科点数表区分番号Ａ００３のオンライン診療料、医科点数表区分番号Ｂ００１－２の

小児科外来診療料及び医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料を算定できない。 

（１） 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19号）第12条第１項

第２号… （略） 

 

 



    配置医師が算定できない項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

＜算定誤りの例＞ 

○ 特定疾患療養管理料について 

特別養護老人ホーム等の入所者に対して配置医師の保険医が特定疾患療養管理料を算定している。 

→ 特別養護老人ホーム等の入所者に対して、特定疾患療養管理料は算定できない。 

 特定疾患療養管理料は、別に厚生労働大臣が定める疾患を主病とする患者に対して、治療計画に基づき療養上必要な 

管理を行った場合に、月２回に限り算定するもの。 

 

配置医師以外に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施設等からの質問＞ 

【問】入所者が急性疾患により緊急に診てもらわないといけない状態になった。この場合、配置

医師以外の医療機関への受診について、診療報酬の算定は可能か。 

【答】緊急で特に診療を必要とする場合、施設の管理者の求めに応じて配置医師以外の医療機関

２ 保険医が次の表の左欄に掲げる医師に該当する場合は、それぞれ当該保険医（併設医療機関の

医師を含む。）の配置されている施設に入所している患者に対する一部の診療については他給付

で評価されていることから、同表の右欄に掲げる診療報酬を算定できない。 

保険医 診療報酬 

・配置医師（全施設共通。） ・医科点数表区分番号Ｂ０００の特定疾患療養管理料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－９の地域包括診療料 

 

・医科点数表区分番号Ｃ１１７の在宅経腸投薬指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１８の在宅主要治療電場療法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１９の在宅経肛門的自己洗腸指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１２０の在宅中耳加圧療法指導管理料 

 
            

（略） 

・乳児院又は児童心理治療施

設の配置医師 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の４の小児特定疾患カウンセリング料 

 

～ 

３ 配置医師以外の保険医が、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、指定短期入所生活介護事業所、

指定介護予防短期入所生活介護事業所、指定障害者支援施設（生活介護を行う施設に限る。）、療

養介護事業所、救護施設、乳児院又は児童心理治療施設（以下「特別養護老人ホーム等」という。）

に入所している患者を診療する場合については、次の（１）又は（２）の取扱いとすること。 

（１）患者の傷病が配置医師の専門外にわたるものであり、入所者又はその家族等の求め等を踏ま

え、入所者の状態に応じた医学的判断による配置医師の求めがある場合に限り、医科点数表第１

章第１部の初・再診料、医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点数表第２章第３部の検査、

医科点数表第２章第９部の処置等に係る診療報酬を算定できる。 

（２）（１）にかかわらず、入所者又はその家族等の求めや入所者の状態に応じた医学的判断によ

る配置医師の求めが明らかではない場合であっても、緊急の場合であって、特別養護老人ホーム

等の管理者の求めに応じて行った診療については、医科点数表第１章第１部の初・再診料、医科

点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点数表第２章第３部の検査、医科点数表第２章第９部の

処置等に係る診療報酬を同様に算定できる。 

～ 



で行う診療は、配置医師以外の保険医が特別養護老人ホーム等を診療する場合の取扱いに該当

するので、算定は可能。 

  レセプトには急性疾患の傷病名が出てくると思われるが、摘要欄に「緊急」の受診である旨

の記載も必要。 

 

【問】内科の医師が配置されている。入所者で精神疾患の患者がいて精神科の医師に２週間に１

回、診察と投薬をお願いしたいが、この場合、精神科の医師において診療報酬の算定は可能か。 

【答】当該配置医師の専門外の傷病である時は、入所者の求め等を踏まえ、入所者の状態に応じ

た医学的判断による配置医師の求めがある場合に限り、配置医師以外の保険医が特別養護老人

ホーム等を診療する場合の取扱いに該当し、算定は可能。 

  レセプトに「当該配置医師の専門外」である旨の記載が必要。ただし、医学的健康管理のた

めに定期的に特別養護老人ホーム等を訪問して診察する場合は、配置医師とみなされ初診料、

再診料等は算定できない。 

 

配置医師か否かに関わらず算定できない項目 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施設等からの質問＞ 

【問】特別養護老人ホームに入所している患者について、診療情報提供料（Ⅰ）は算定できるか。 

【答】別の医療機関に対して、診療状況を示す文書（紹介状）を提供した場合は、診療情報提供

料（Ⅰ）を算定できる。 

４ 特別養護老人ホーム等に入所している患者については、次に掲げる診療報酬等の算定の対象としな

い。 

なお、介護保険法（平成９年法律第123号）第63条に規定する要介護被保険者等に対する診療報酬の取

扱いについて、この通知に特に記載がないものについては、「医療保険と介護保険の給付調整に関する

留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平成18年４月28日老老発第

0428001号・保医発第0428001号）の取扱いに従うこと。 

 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の９の外来栄養食事指導料 

 

・医科点数表区分番号Ｂ００９の診療情報提供料（Ⅰ）（注２、注４、注１６に該当する場合に限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び医科点数表区分番号Ｃ００１－２の 

 在宅患者訪問診療料（Ⅱ） 

 

・医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅がん医療総合診療料 

・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料及び医科点数表区分番号Ｃ００５－１－２の 

 同一建物居住者訪問看護・指導料 

 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２の精神科訪問看護・指導料 

 

・医科点数表区分番号Ｉ０１６の精神科在宅患者支援管理料１（ハを算定する場合に限る。） 

 

・訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成20年厚生労働省告示第67号。以下「訪看 

 告示」という。）別表区分番号０１の訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０１－２の精神科訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費 

 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 



 ただし、以下（注２、注４及び注１６）に対して、紹介状を提供した場合は算定できない。 

  <注２>市町村、保健所、精神保健福祉センター、地域包括センター、指定居宅介護支援事業者、 

     指定介護予防支援事業者、指定特定相談支援事業者、指定障害児相談支援事業者 

  <注４>精神障害者施設、介護老人保健施設（併設除く） 

  <注16>連携医療機関において退院時に「地域連携診療計画加算」を算定した外来患者の状況等を当

該連携医療機関に対し情報提供 

 

＜算定誤りの例＞ 

○ 在宅医療料（在宅患者訪問診療料 施設入所者算定）について 

特別養護老人ホームの入所者であって、末期の悪性腫瘍でないものに対して、在宅患者訪問診

療料を算定していた。 

  → 特別養護老人ホームに入所している患者については、在宅患者訪問診療料の算定の対象としな

い。ただし、以下のア又はイのいずれかに該当する場合には在宅患者訪問診療料を算定すること

ができる。なお、看取り加算については、当該患者が介護福祉施設サービス又は地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護に係る看取り介護加算（以下「看取り介護加算」という。）のうち、

看取り介護加算（Ⅱ）を算定していない場合に限り算定できる。 

     ア 当該患者が末期の悪性腫瘍である場合 

     イ 当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているものに 

      限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当該特別養護 

      老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行われたものに限 

      る。） 

 

配置医師を要しない指定障害支援施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

自立訓練（機能訓練）を行う指定障害者支援施設、指定福祉型障害児入所施設 

 

 

 

 

 

 

６ 指定障害者支援施設のうち、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行

規則（平成18年２月28日厚生労働省令第19号）第６条の７第１号に規定する自立訓練（機能訓

練）を行う施設及び児童福祉法に基づく指定障害入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成 24 年厚生労働省令第 16 号）第２条第１号に規定する指定福祉型障害児入所施設については、

５ただし書きを準用する。 

５ 指定障害者支援施設（生活介護を行う施設に限る。）のうち、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準に

ついて（平成19年1月26日障発0126001号）第三の１により医師を配置しない取扱いとしている場合

における当該施設に入所している者に対して行った診療については、１及び４による取扱いの対象

としない。ただし、次に掲げる診療報酬等の算定の対象としない。 

・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料 

        
～ 



施設職員の医療行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施設等からの質問＞ 

【問】特別養護老人ホーム等の看護師が、配置医師の指示に基づき、医師の診察日以外の日に点

滴を実施した場合、点滴手技料及び薬剤料が算定できるのか。 

【答】配置医師の診察日以外においては、点滴手技料は算定できず、薬剤料のみの算定となりま

す。※摘要欄に点滴実施日の記載が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療報酬明細書の記載について 

 

 

 

 
 

 特別養護老人ホーム等に入所中の患者について診療報酬を算定した場合は、「特記事項」欄に「施」

と記載する。 

配置医師による場合は、「摘要」欄に「配」と表示して回数を記載する。 

 また、同一月内に同一患者につき、特別養護老人ホーム等に赴き行った診療と、それ以外の外来

分の診療がある場合は、それぞれ明確に区分できるよう「摘要」欄に記載する。 

                                診療明細書の記載例参照 

 

 

８ 保険医が、特別養護老人ホーム等に入所中の患者について診療を行った場合は、診療報酬明細

書の欄外上部に、○施又は（施）の表示をすること。また、特別養護老人ホームに入所中の患者に

対して、往診して通院・在宅精神療法又は認知療法・認知行動療法に係る精神療法を行った場合

には、当該精神療法が必要な理由を診療録に記載すること。 

７ 特別養護老人ホーム等の職員（看護師、理学療法士等）が行った医療行為については、診療報

酬を算定できない。ただし、特別養護老人ホーム等に入所中の患者の診療を担う保険医の指示に

基づき、当該保険医の診療日以外の日に当該施設の看護師等が当該患者に対し点滴又は処置等を

実施した場合に、使用した薬剤の費用については、医科点数表第２章第２部第３節薬剤料を、使

用した特定保険医療材料の費用については、同部第４節特定保険医療材料料を、当該患者に対し

使用した分に限り算定できる。また、同様に当該看護師等が検査のための検体採取等を実施した

場合には、同章第３部第１節第１款検体検査実施料を算定できる。なお、当該保険医の診療日以

外の点滴又は処置等を実施する場合に必要となる衛生材料等についても、指示を行った当該保険

医の属する保険医療機関が当該施設に提供すること。これらの場合にあっては、当該薬剤等が使

用された日及び検体採取が実施された日を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。 

９ 各都道府県知事は、別紙様式により、特別養護老人ホーム等の配置医師に係る情報を把握し、

必要に応じ市町村等に対して周知するよう努めること。ただし、指定障害者支援施設のうち、５

に該当する施設については不要とする。 



【会計実地検査における指摘を受けて】

後日【会計実地検査】

指摘

事務長

会計検査院
施設職員

　　
●会計検査院による会計実地検査において指摘を受けた県内医療機関及び金額（※金額については、提出のあった返還申出書の集計額）

＜配置医師が初診料等を算定したとして指摘されたもの＞
26年次 Ａ医療機関 再診料、外来管理加算、特定疾患療養管理料 １７０万円 29年次 Ｈ医療機関 初診料、再診料 １００万円

10医療機関 在宅自己注射指導管理料 1医療機関

計約870万円 Ｂ医療機関 再診料、外来管理加算、特定疾患療養管理料 １３５万円 計約100万円

在宅自己注射指導管理料、往診料
27年次 Ｃ医療機関 初診料、再診料 ９０万円 31年次 Ｉ医療機関 初診料、特定薬剤治療管理料 ３４５万円

8医療機関 Ｄ医療機関 初診料、再診料、外来管理加算、特定疾患療養管理料 ９０万円 9医療機関 Ｊ医療機関 初診料 ３８万円

計約460万円 Ｅ医療機関 初診料、再診料 ８０万円 計約400万円

28年次 Ｆ医療機関　再診料等　 ２万円

2医療機関 ３万円

計約5万円

C 病院
　　　　A クリニック

特別養護老人ホーム等入所者の不適切な受診事例

※協力病院とは、入所者の入院治療が
   必要となった場合の医療機関

嘱託医契約
　１～２回/週

B 特別養護老人ホーム

施設職員

Ｇ医療機関　再診料等　　

入所者が病気

①体調が悪い
③じゃぁ協力病院である
C 病院へお願いしなさい

④ C 病院へ行きましょう

②入所者の方が
病気になった。
事務長どうしますか？

急性増悪や配置医師の専門外
の診療でないのに C 病院が診
療するのは、通知「特別養護老
人ホーム等における療養の給
付の取扱いについて」の３の
（１）若しくは（２）に該当していな
い。

B 特別養護老人ホームが入所
者を 、C 病院に定期的に受診さ
せている場合。

→配置医師とみなします。

C 病院は、過去３年に遡り

（初診料、再診料、在宅療養指

会計検査院から指摘を受けて、診療報酬を返還することと
なった。

B特別養護老人ホームに、配置医師がいるとは知らず、施設
からの依頼で患者さんを診ていたのに・・・・・・

返還することとなった数百万のお金は、施設が払ってください。

⑤薬を出しておきます。
明後日また受診してください。

協力病院

指摘

トラブル



【ケース１】

【ケース２】

事務長

施設職員

会計検査院

B 特別養護老人ホーム

施設職員

入所者が病気

　１～２回/週

特別養護老人ホーム等入所者の適切な受診事例

C 病院
　　　　A クリニック

　　

嘱託医契約

①体調が悪い①体調が悪い

③じゃぁ A クリニックの
先生に相談して指示を
受けなさい。

②入所者の方が
病気になった。
事務長どうしますか？

配置医師の先生は、内科の
先生ですか？

病名から判断すると配置医師

の専門外ですね・・・

病名や検査項目で判断すると

急性増悪ですね・・・

問題ありません。

④先生 ○○さんが
体調悪いと言って
ますが、どうしたら
いいですか？

⑤急性増悪でもなさそうだし・・・
今から行きます。

⑤私の専門外ですので、すぐ近くの
専門医のいる病院を受診するか
往診をお願いしてください。
結果がわかったら連絡ください。

⑥わかりました。
C 病院へ受診させます。

⑨○○さんの件については
往診の度、指示をだします。

初診料、再診料、往

診料の請求はできな

い。

専門外、急性増悪等で

あれば初診料、再診料

往診料は算定できる。

協力病院

⑧診察と検査の結果、入院の必要は
ありません。
お薬を出しておきます。

今後の診察、治療等については、
配置医師の先生にお願いしてくだい。

⑦配置医師の先生の指示で

受診しました。

【ケース２】

【ケース２】

【ケース１】

【ケース２】

⑥よろしくお願いします。

【ケース２】

【ケース２】



平成２４～３１年次 会計検査院実地検査指摘事項 

 

「医療と介護の給付調整」に係るもの 

 

１ 初診料・再診料等（配置医師） 

特別養護老人ホーム、指定障害者支援施設等の入所者に対して行った診療について、特別

の必要があって行う診療以外の外来診療に係る初診料・再診料や特定疾患療養管理料等を算

定していた。 

 → 当該施設の配置医師が診療を行った場合、初診料・再診料・特定疾患療養管理料は算

定できない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医学管理等（配置医師以外） 

指定障害者支援施設等の入所者に対して、当該施設の配置医師でない保険医が定期的に指

定障害者支援施設の入所者に対して診療を行い、特別の必要があって行う診療以外の外来診

療に係る再診料、特定疾患療養管理料等を算定していた。 

→ 特別養護老人ホーム、指定障害者支援施設等の入所者については、当該施設の配置医

師でない場合は、患者の傷病が配置医師の専門外にわたるものであり、入所者等の求め

などを踏まえ入所者の状態に応じた医学的判断による配置医師の求めがない場合は診療

報酬を算定できない。 

 

３ 医学管理等（在宅療養指導料 施設入所者算定） 

  指定障害者支援施設等の入所者に対して、在宅療養指導料を算定していた。 

  → 特別養護老人ホーム等に入所している患者については、在宅療養指導料の算定の対象 

としない。 

 

４ 在宅医療料（在宅患者訪問診療料 施設入所者算定） 

特別養護老人ホームの入所者であって、末期の悪性腫瘍でないものに対して、在宅患者訪

問診療料を算定していた。 

  → 特別養護老人ホーム等に入所している患者については、在宅患者訪問診療料の算定の

対象としない。ただし、特別養護老人ホームの入所者については、末期の悪性腫瘍であ

る場合、又は当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているもの

に限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当該特別

養護老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って 30 日間に行われたも

のに限る。）に該当する場合には、これを算定することができる。 

 

特別養護老人ホーム、指定障害者支援施設等の入所者に対して当該施設の配置医師が診療を行った場

合は、特別な必要があって行う診療を除き、初診料、再診料及び特定疾患療養管理料等を診療報酬とし

て算定できないこととされているが、複数の医療機関において、指定障害者支援施設等の入所者に対し

て行った診療について、特別の必要があって行う診療以外の外来診療に係る再診料等を算定しているの

ではないかとの疑義があったもの。 

 



５ 在宅医療料（在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料 施設入所者算定） 

  指定障害者支援施設の入所者に対して、在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料を算

定していた。 

  → 特別養護老人ホーム等の医師が配置されている施設の入所者の場合は、在宅患者訪問 

リハビリテーション指導管理料は算定できない。 

 

６ 在宅医療料（訪問看護指示料 施設入所者算定） 

  養護老人ホームの入所者に対して、訪問看護指示料を算定していた。 

  → 特別養護老人ホーム等の医師が配置されている施設の入所者であって、末期の悪性腫 

瘍であるものを除き、訪問看護指示料は算定できない。 

 

７ 在宅医療料（在宅酸素療法指導管理料 施設入所者算定）について 

  医師が配置されている指定障害者支援施設の入所者に対して、当該施設の配置医師が

在宅酸素療法指導管理料を算定しているのではないかとの疑義があった。 

  → 配置医師（全施設共通）は、配置施設に入所している患者について在宅酸素療法

指導管理料は算定できない。 

 

８ 在宅医療料（施設入所者に在宅時医学総合管理料算定）について 

  指定障害者支援施設の入所者に対して、在宅時医学総合管理料を算定しているのでは

ないかとの疑義があった。 

  → 特別養護老人ホーム等の医師が配置されている施設入所している患者は、在宅時

医学総合管理料の算定の対象としない。 

 

９ 訪問看護療養費（施設入所者算定） 

  指定障害者支援施設の入所者に対して、訪問看護基本療養費、訪問看護管理療養費及び訪

問看護情報提供療養費を算定していた。 

  → 特別養護老人ホーム等の、医師が配置されている施設の入所者について、訪問看護基 

本療養費は、末期の悪性腫瘍であるものを除いて、算定対象とならない。 

    同様に、訪問看護管理療養費について、末期の悪性腫瘍であるもの又は精神科訪問看

護基本療養費を算定できるもの（認知症であるものを除く。）を除いて、また、訪問看護

情報提供療養費も算定の対象とならない。 

 

 

 

 

 



診療報酬明細書の記載例（ 配置医師の場合）

保険医

療機関

の所在

10　．10　．10 生 地及び

1職務上 3通勤災害 名称 　 (　　床)

(１)高血圧症（主） (１) 1 年 月 日

(２)腰部捻挫 (２) 1 年 月 日

(３) (３) 年 月 日

11 時間外・休日・深夜 回 点

再診 × 1 回

外来管理加算 × 回

時間外 × 回

休日 × 回

深夜 × 回 12 * 再診料 × 1
13

往診 回 40 * 消炎鎮痛等処置「3」湿布処置（腰部） × 1
夜間 回 * ケトプロフェンハップ60mg 2枚 × 1
深夜・緊急 回

在宅患者訪問診療 回

その他

薬剤 60 * B-V × 1
21 内服 薬剤 単位 * B-抹梢血液一般 × 1

調剤 × 回 * B-Na・Cl,K,TP,Alb,BUN,Cre,UA,γGT, × 1
22 屯服 薬剤 単位 TG,Glu,HDL-cho・T-cho・LDL-cho,AST,
23 外用 薬剤 単位 ALT

調剤 × 回 * 判 血,生Ⅰ × 1
25 処方 × 回

26 麻毒 × 回

27 調基

31 皮下筋肉内 回

32 静脈内 回

33 その他 回 70 * 腰椎単純X-P2方向（デジタル）電画 × 1
1 回

薬　　剤 「摘要」欄
回 ・配×2回

・令和元年10月2日(水)と10月16日（水）は、特別
薬　　剤 養護老人ホームに赴き行った診療。

4 回 ・令和元年10月18日(金)は、腰部捻挫の為、施設
職員と共に来院したので、外来診療を行なった。

薬　　剤

1 回

薬　　剤

処方せん 5 回 80 * 処方せん料３ × 3
* 特定疾患処方管理加算 × 2

薬　　剤
点 ※ 点 円

点 ※ 点 円

点 ※ 点 円 円 点 点

一部負担金額 

公費分点数

減額  割(円)免除･支払猶予

※    高額療養費

4

35

287

435

※公費負担点数

公
費
②

1,074

診
療
開
始
日

68

決  定

73 73

240

初診

18
日

日

日

10

療
養
の
給
付

保
険

請  求

公
費
①

手帳等の記号･番号

09 施

4

番号

後期

9

月分 40

単独1 ③
都道府
県番号

科

2 ２併
公 費

4

職務上の事由 2下船後３月以内

特記事項氏

名

公 費 負
担 者 番
号 ②

－

医

①男 2女 1明 2大 ③昭 4平

(医科入院外) 令和 元 年 10

傷
病
名

社･国
医療機関ｺｰﾄﾞ

公 費 負
担 者 番
号 ①

①

３併

診療報酬明細書

公 費 負 担

医 療 の 受

給 者 番 号

②

公 費 負 担

医 療 の 受

給 者 番 号

①

3

－

000.000.0

3
保険者

1

田中　一郎

給

付

割

合

診
療
実
日
数

保
険

0

００００・００００

退 職

１ ０ ９ ８

７ （ ）

六外
2

⑧ 高外一

0 高外7

本外

0 0 0 0

被保険者証･被保険者

2

4

6 家外

※公費負担点数

死亡 中止

転
 
 
帰

公
費
①

公
費
②

治ゆ 3

そ
の
他

80

70

診
断

画
像

病
理

検
査

60

麻
酔

手
術

50

処
置

40

注
射

30

269

12

在
宅

14

20

投
薬

医学管理

再
診

287

73

18
68

30
21

35
4

115

特別養護老人ホーム等に入所中の患者について診療報酬

を算定した場合は、「特記事項」欄に「09 施」と記載する。

診療が配置医師による場合は、「摘要」欄に

「配」と表示して回数を記載する。

同一月内に同一患者につき、特別養護老人ホーム等に赴き

行った診療と、それ以外の外来分の診療がある場合は、そ

れぞれ明確に区分できるよう「摘要」欄に記載する。

配置医師が入所者に対して行う診療については“特別の必要があって行う診

療”を除き、再診料等は算定できない。

診療実日数３日の診療のうち、１日が“特別の必要があって行う診療”である

ため再診料を算定している。

令和元年10月18日9金）は、腰部捻挫という「やむを得ず外来受診

した場合」であるため、注射・処置・手術・検査・画像診断などを行

うことが考えられる。今回は、“特別の必要があって行う診療”とい

うことで処置・画像診断が算定されている。

“特別の必要があって行う診療”である

ため、腰部捻挫という急性の傷病名。

配置医師が入所者に対して行う診療については、特定疾患療養管理料も算

定できない。



５ 特別養護老人ホーム等入所者の診療の取扱いに関するＱ＆Ａ 

【問】院長が特別養護老人ホームの配置医師をしています。入所者の方で膀胱留置

カテーテルが必要になりました。留置カテーテルと膀胱洗浄用薬剤について

は、どのように請求すればいいのですか。 

  【答】膀胱留置カテーテルを行った場合、J０６３留置カテーテル設置及び膀胱洗浄

用薬剤（生食）、器材を請求することができる。 

    ただし、在宅療養指導管理料は算定できない。 

  

【問】施設には精神科の医師が配置されています。配置医師の紹介状があれば、精

神科以外の医師の診療を受けることは可能ですか。また、夜間、急に高熱が

出た場合も、配置医師に診察を依頼して近くの内科へ紹介状を持って行く必

要がありますか。 

  【答】急性増悪若しくは配置医師の専門外で特に診療を要する場合は、配置医師以外

の医師の診療を受けることは可能。紹介状がないと配置医師以外の診察が受けら

れないというものではない。夜間の急性疾患等、緊急を要する場合は、配置医師

の指示を仰ぎ受診することになると考える。 

    ただし、その後も医学的健康管理のために定期的に受診する場合は、配置医師と

見なされ、初診料、再診料等は算定できない。 

 

【問】障害者支援施設の入所者の自立度が高く、通常の通院は近隣の開業医に受診

して投薬を受けている。開業医がかかりつけ医のような状態である。この場

合、みだり診療にあたるのでしょうか。 

【答】実態として医学的健康管理を行っているのであれば、近隣の開業医が配置医師

としてみなされることも考えられる。その場合は、初診料、再診料等は算定でき

ない。 

 

【問】特別養護老人ホームの入所者で、本人・家族の強い希望で、配置医師と同じ

科の外部の病院を定期的に受診してもよいのでしょうか。 

【答】本人・家族の希望があるからといって、外部の病院を定期的に受診すると、 

  医学的健康管理をしている配置医師とみなされ、場合によっては、みだり診療

に該当する場合があるのでご注意いただきたい。  

 

【問】障害者支援施設の入所者が当該施設の配置医師の専門外の医療機関を定期受

診する場合は、その都度診療情報提供料（Ⅰ）を算定してもよいのか  

【答】診療情報提供料はその都度ではなく、主治医が別の保険医療機関での医療の

必要性を認めた場合に限り、算定できるものです。 
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地方厚生（支）局医療課長 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長    殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長 

 

 

 

 

厚生労働省保険局医療課長 

                         （公 印 省 略） 

 

「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」の一部改正について 

 

 

標記については、「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（令和２年厚生労働省告示

第43号）等が公布され、令和２年４月１日から適用されること等に伴い、「特別養護老人ホ

ーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）の一

部を下記のように改め、令和２年４月１日から適用することとしたので、その取扱いに遺漏

のないよう貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対して周知徹底を図られたい。また、

要介護被保険者等であるものに対する診療報酬の取扱いについては、「医療保険と介護保険

の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平

成18年４月28日老老発第0428001号・保医発第0428001号）も併せて参照すること。 

なお、下記事項については、子ども家庭局、社会・援護局、障害保健福祉部及び老健局と

も協議済みであるため、念のため申し添える。 

 

記 

  

１ 保険医が、次の（１）から（６）までのいずれかに該当する医師（以下「配置医師」と

いう。）である場合は、それぞれの配置されている施設に入所している患者に対して行っ

た診療（特別の必要があって行う診療を除く。）については、介護報酬、自立支援給付、

措置費等の他給付（以下「他給付」という。）において評価されているため、診療報酬の算

定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）



区分番号Ａ０００の初診料、医科点数表区分番号Ａ００１の再診料、医科点数表区分番号Ａ

００２の外来診療料、医科点数表区分番号Ａ００３のオンライン診療料、医科点数表区分

番号Ｂ００１－２の小児科外来診療料及び医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料を算定で

きない。 

（１） 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19号）第12条

第１項第２号、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第

46号）第12条第１項第２号、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成11年厚生省令第37号）第121条第１項第１号又は指定介護予防サービス等の事

業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第129条第１項第１号の規定

に基づき、養護老人ホーム（定員111名以上の場合に限る。以下同じ。）、特別養護老人

ホーム、指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所に配置

されている医師 

（２） 病院又は診療所と特別養護老人ホームが併設されている場合の当該病院又は診療

所（以下「併設医療機関」という。）の医師 

なお、病院又は診療所と養護老人ホーム、指定短期入所生活介護事業所、指定介護予

防短期入所生活介護事業所、指定障害者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）（以下「障害者総合支援法」という。）

第５条第７項に規定する生活介護を行う施設に限る。（３）において同じ。）、盲導犬

訓練施設、救護施設、乳児院又は児童心理治療施設が合築又は併設されている場合につ

いても同様の取扱いとする。 

（３） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第172号）第４

条第１項第１号の規定に基づき、指定障害者支援施設に配置されている医師 

（４） 障害者総合支援法第５条第６項に規定する療養介護を行う事業所（以下「療養介

護事業所」という。）に配置されている医師 

（５） 救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する最低基

準（昭和41年厚生省令第18号）第11条第１項第２号の規定に基づき、救護施設（定員111

名以上の場合に限る。以下同じ。）に配置されている医師 

（６） 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第21条第

１項又は同基準第73条第１項の規定に基づき、乳児院（定員100名以上の場合に限る。以

下同じ。）又は児童心理治療施設に配置されている医師 

 

２ 保険医が次の表の左欄に掲げる医師に該当する場合は、それぞれ当該保険医（併設医療

機関の医師を含む。）の配置されている施設に入所している患者に対する一部の診療につ

いては他給付で評価されていることから、同表の右欄に掲げる診療報酬を算定できない。 



 

保険医 診療報酬 

・配置医師（全施設共通。） ・医科点数表区分番号Ｂ０００の特定疾患療養管理料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－９の地域包括診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－10の認知症地域包括診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－11の小児かかりつけ診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－３の生活習慣病管理料 

・医科点数表区分番号Ｂ００７の退院前訪問指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１の在宅自己注射指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１－２の在宅小児低血糖症患者指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１－３の在宅妊娠糖尿病患者指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０２の在宅自己腹膜灌流指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０２－２の在宅血液透析指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０３の在宅酸素療法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０４の在宅中心静脈栄養法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５の在宅成分栄養経管栄養法指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５－２の在宅小児経管栄養法指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５－３の在宅半固形栄養経管栄養

法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０６の在宅自己導尿指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０７の在宅人工呼吸指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０７－２の在宅持続陽圧呼吸療法指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０８の在宅悪性腫瘍等患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０８－２の在宅悪性腫瘍患者共同指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０９の在宅寝たきり患者処置指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０の在宅自己疼痛管理指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－２の在宅振戦等刺激装置治療指

導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－３の在宅迷走神経電気刺激治療



指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－４の在宅仙骨神経刺激療法指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１１の在宅肺高血圧症患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１２の在宅気管切開患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１４の在宅難治性皮膚疾患処置指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１６の在宅植込型補助人工心臓（非拍

動流型）指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１７の在宅経腸投薬指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１８の在宅腫瘍治療電場療法指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１９の在宅経肛門的自己洗腸指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１２０の在宅中耳加圧療法指導管理料 

・指定障害者支援施設の配置医師

（生活介護を行う施設に限る。） 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の５の小児科療養指導料 

・児童心理治療施設の配置医師 ・医科点数表区分番号Ｉ００２の通院・在宅精神療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００２－３の救急患者精神科継続支援料 

・医科点数表区分番号Ｉ００４の心身医学療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００６の通院集団精神療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００７の精神科作業療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００８－２の精神科ショート・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ００９の精神科デイ・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ０１０の精神科ナイト・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ０１０－２の精神科デイ・ナイト・ケア 

・乳児院又は児童心理治療施設の

配置医師 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の４の小児特定疾患カウンセリン

グ料 

 

３ 配置医師以外の保険医が、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、指定短期入所生活介

護事業所、指定介護予防短期入所生活介護事業所、指定障害者支援施設（生活介護を行う

施設に限る。）、療養介護事業所、救護施設、乳児院又は児童心理治療施設（以下「特別

養護老人ホーム等」という。）に入所している患者を診療する場合については、次の（１）

又は（２）の取扱いとすること。 

（１）患者の傷病が配置医師の専門外にわたるものであり、入所者又はその家族等の求め

等を踏まえ、入所者の状態に応じた医学的判断による配置医師の求めがある場合に限り、



医科点数表第１章第１部の初・再診料、医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点

数表第２章第３部の検査、医科点数表第２章第９部の処置等に係る診療報酬を算定でき

る。 

（２）（１）にかかわらず、入所者又はその家族等の求めや入所者の状態に応じた医学的

判断による配置医師の求めが明らかではない場合であっても、緊急の場合であって、特

別養護老人ホーム等の管理者の求めに応じて行った診療については、医科点数表第１章

第１部の初・再診料、医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点数表第２章第３部

の検査、医科点数表第２章第９部の処置等に係る診療報酬を同様に算定できる。 

 

４ 特別養護老人ホーム等に入所している患者については、次に掲げる診療報酬等の算定の

対象としない。 

なお、介護保険法（平成９年法律第123号）第63条に規定する要介護被保険者等に対する

診療報酬の取扱いについて、この通知に特に記載がないものについては、「医療保険と介

護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等につ

いて」（平成18年４月28日老老発第0428001号・保医発第0428001号）の取扱いに従うこと。 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の９の外来栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の11の集団栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の13の在宅療養指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－３の乳幼児育児栄養指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００４の退院時共同指導料１ 

・医科点数表区分番号Ｂ００９の診療情報提供料（Ⅰ）（注２、注４及び注16に該当する場

合に限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び医科点数表区分番号Ｃ００

１－２の在宅患者訪問診療料（Ⅱ） 

ただし、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者につい

ては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００

１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、医科点数表区分番号Ｃ００１－２の在宅患者訪問診療

料（Ⅱ）、医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料、医科点数表区分番号

Ｃ００２－２の施設入居時等医学総合管理料又は医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅が

ん医療総合診療料を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合

に限り、当該患者のサービス利用開始後30日までの間、在宅患者訪問診療料を算定する

ことができる。また、特別養護老人ホームの入所者については、以下のア又はイのいず

れかに該当する場合には在宅患者訪問診療料を算定することができる。ただし、看取り

加算については、当該患者が介護福祉施設サービス又は地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護に係る看取り介護加算（以下「看取り介護加算」という。）のうち、看取

り介護加算（Ⅱ）を算定していない場合に限り算定できる。 



ア 当該患者が末期の悪性腫瘍である場合 

イ 当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているも

のに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当

該特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行わ

れたものに限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ００２－２の施設入居時等医学総合管理料 

ただし、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者につい

ては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００

１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、医科点数表区分番号Ｃ００１－２の在宅患者訪問診療

料（Ⅱ）、医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料、医科点数表区分番号

Ｃ００２－２の施設入居時等医学総合管理料又は医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅が

ん医療総合診療料を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合

に限り、当該患者のサービス利用開始後30日までの間、施設入居時等医学総合管理料を

算定することができる。また、特別養護老人ホームの入所者については、以下のア又は

イのいずれかに該当する場合には施設入居時等医学総合管理料を算定することができる。 

ア 当該患者が末期の悪性腫瘍である場合 

イ 当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているも

のに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当

該特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行わ

れたものに限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅がん医療総合診療料 

ただし、看取り加算の取扱いについては、在宅患者訪問診療料の例によること。 

・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料及び医科点数表区分番号Ｃ０

０５－１－２の同一建物居住者訪問看護・指導料（特別養護老人ホームの入所者であっ

て、末期の悪性腫瘍であるものを除く。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入所

生活介護を利用している者であって、末期の悪性腫瘍であるものについては、当該患者

のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪

問看護・指導料又は医科点数表区分番号Ｃ００５－１－２の同一建物居住者訪問看護・

指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算

定することができる。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－２の在宅患者訪問点滴注射管理指導料（特別養護老人ホ

ームの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００６の在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ００７の訪問看護指示料（特別養護老人ホームの入所者であって

、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 



・医科点数表区分番号Ｃ００７－２の介護職員等喀痰吸引等指示料 

・医科点数表区分番号Ｃ００８の在宅患者訪問薬剤管理指導料（特別養護老人ホームの入

所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００９の在宅患者訪問栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ０１０の在宅患者連携指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ０１１の在宅患者緊急時等カンファレンス料（特別養護老人ホー

ムの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ０１２の在宅患者共同診療料２及び３ 

・医科点数表区分番号Ｃ０１３の在宅患者訪問褥瘡管理指導料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２の精神科訪問看護・指導料（特別養護老人ホームの入所者

であって認知症の患者以外の患者を除く。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入

所生活介護を利用している者であって、認知症の患者以外の患者については、当該患者

のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護・指導料を算定した保険医

療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、

算定することができる。） 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２－２の精神科訪問看護指示料（特別養護老人ホームの入所

者であって認知症の患者以外の患者を除く。） 

・医科点数表区分番号Ｉ０１６の精神科在宅患者支援管理料１（ハを算定する場合に限

る。）・診療報酬の算定方法別表第三調剤報酬点数表（以下「調剤点数表」という。）

区分番号１５の２の在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料（特別養護老人ホームの入所者で

あって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・調剤点数表区分番号１５の３の在宅患者緊急時等共同指導料（特別養護老人ホームの入

所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成20年厚生労働省告示第

67号。以下「訪看告示」という。）別表区分番号０１の訪問看護基本療養費（特別養護

老人ホームの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。また、短期入所生活

介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している者であって、末期の悪性腫瘍である

ものについては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、訪問看護療養費

を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、算

定することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０１－２の精神科訪問看護基本療養費（特別養護老人ホームの入

所者であって認知症の患者以外の患者を除く。ただし、認知症の患者以外の患者であっ

て、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者については、

当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看後基本療養費を算定

した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、利用開始

後30日までの間、算定することができる。） 



・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（24時間対応体制加算、特別管理加算、

退院時共同指導加算、退院支援指導加算、在宅患者緊急時等カンファレンス加算、看護・

介護職員連携強化加算を含む。）（特別養護老人ホームの入所者であって、末期の悪性

腫瘍であるもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認知症であるものを

除く。）を除く。ただし、その場合であっても、看護・介護職員連携強化加算は算定で

きない。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している者であ

って、末期の悪性腫瘍であるもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認

知症であるものを除く。）については、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪

問し、訪問看護療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実

施した場合に限り（精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認知症であるものを

除く。）においては、利用開始後30日までの間）、算定することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（在宅患者連携指導加算を算定する場

合に限る。） 

・訪看告示別表区分番号０３の訪問看護情報提供療養費 

・訪看告示別表区分番号０５の訪問看護ターミナルケア療養費（特別養護老人ホームの入

所者であって末期の悪性腫瘍のもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの

（認知症であるものを除く。）を除く。） 

５ 指定障害者支援施設（生活介護を行う施設に限る。）のうち、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運

営に関する基準について（平成19年1月26日障発0126001号）第三の１により医師を配置し

ない取扱いとしている場合における当該施設に入所している者に対して行った診療につい

ては、１及び４による取扱いの対象としない。ただし、次に掲げる診療報酬等の算定の対

象としない。 

・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－１－２の同一建物居住者訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－２の在宅患者訪問点滴注射管理指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００７の訪問看護指示料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２の精神科訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２－２の精神科訪問看護指示料 

・訪看告示別表区分番号０１の訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０１－２の精神科訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（24時間対応体制加算、特別管理加算

、退院時共同指導加算、退院支援指導加算、在宅患者緊急時等カンファレンス加算及び

看護・介護職員連携強化加算を含む。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（在宅患者連携指導加算を算定する場

合に限る。） 



・訪看告示別表区分番号０３の訪問看護情報提供療養費 

・訪看告示別表区分番号０５の訪問看護ターミナルケア療養費 

 

６ 指定障害者支援施設のうち、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行規則（平成18年２月28日厚生労働省令第19号）第６条の７第１号に規定する自立

訓練（機能訓練）を行う施設及び児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備

及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号）第２条第１号に規定する指定福祉

型障害児入所施設については、５ただし書きを準用する。 

 

７ 特別養護老人ホーム等の職員（看護師、理学療法士等）が行った医療行為については、

診療報酬を算定できない。ただし、特別養護老人ホーム等に入所中の患者の診療を担う保

険医の指示に基づき、当該保険医の診療日以外の日に当該施設の看護師等が当該患者に対

し点滴又は処置等を実施した場合に、使用した薬剤の費用については、医科点数表第２章

第２部第３節薬剤料を、使用した特定保険医療材料の費用については、同部第４節特定保

険医療材料料を、当該患者に対し使用した分に限り算定できる。また、同様に当該看護師

等が検査のための検体採取等を実施した場合には、同章第３部第１節第１款検体検査実施

料を算定できる。なお、当該保険医の診療日以外の点滴又は処置等を実施する場合に必要

となる衛生材料等についても、指示を行った当該保険医の属する保険医療機関が当該施設

に提供すること。これらの場合にあっては、当該薬剤等が使用された日及び検体採取が実

施された日を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。 

 

８ 保険医が、特別養護老人ホーム等に入所中の患者について診療を行った場合は、診療報

酬明細書の欄外上部に、○施又は（施）の表示をすること。また、特別養護老人ホームに

入所中の患者に対して、往診して通院・在宅精神療法又は認知療法・認知行動療法に係る

精神療法を行った場合には、当該精神療法が必要な理由を診療録に記載すること。 

 

９ 各都道府県知事は、別紙様式により、特別養護老人ホーム等の配置医師に係る情報を把

握し、必要に応じ市町村等に対して周知するよう努めること。ただし、指定障害者支援施

設のうち、５に該当する施設については不要とする。 
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医科診療報酬点数表関係 
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